
　　　　　　　令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業実績
（単位：円）
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国庫補助額
交付金充当
経費

その他

1

 住民税非課
税世帯等価格
高騰重点支援
給付金（追加
分）給付事業
【物価高騰対
策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和５年度住民税非課税世帯　1489世帯×70千円
のうちR６計画分

R5.12 R7.1 1,260,000 1,260,000 1,260,000 

住民税非課税世帯1,489世
帯に対し1世帯あたり7万円
の現金支給を行うことで、
物価高騰による家計への
影響が大きいと考えられる
住民税非課税世帯等を支
援することができた。

2

 低所得者支
援及び定額減
税補足給付金
給付事業、新
たな住民税非
課税世帯価格
高騰重点支援
給付金給付事
業（こども加算
含む）、新たな
住民税均等割
のみ課税世帯
価格高騰重点
支援給付金給
付事業（こども
加算含む）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和５年度均等割のみ課税化世帯　460世帯×100千
円、令和６年度非課税化世帯　137世帯×100千円、令和
６年度均等割のみ課税化世帯　141世帯×100千円、子ど
も加算　273人×50千円、定額減税を補足する給付の対
象者　9,144人　（計250,810千円のうち、R５計画分15,000
千円はR５事業実績に掲載済）
事務費　5,526千円（うち2,416千円は返還見込み）
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　その他　として支出]

R6.6 R7.1 242,009,538 241,336,243 241,336,243 673,295      

令和5年度均等割のみ課税
化世帯460世帯、令和6年
度住民税非課税化世帯137
世帯、令和6年度均等割の
み課税化世帯141世帯に10
万円現金給付及びその世
帯に住む18歳以下の子ども
273人に対し1人あたり5万
円現金給付を行うことで、
物価高騰による家計への
影響が大きいと考えられる
住民税非課税世帯等を支
援することができた。また、
定額減税を補足する現金
給付を9,144人を対象に実
施することで低所得の方々
の生活維持に資することが
できた。

3

 住民税非課
税世帯価格高
騰重点支援給
付金給付事業
（こども加算含
む）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和６年度住民税均等割非課税世帯　1,468世帯×30
千円、子ども加算　155人×20千円　（令和６年度内給付
は7世帯×30千円のみ）
事務費　1,944千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　その他　として支出]

R7.1 R7.8 49,250,346 49,083,792 49,083,792 166,554      

令和6年度住民税非課税世
帯1,468世帯に対し1世帯あ
たり3万円の現金支給を行
うことで、物価高騰による家
計への影響が大きいと考え
られる住民税非課税世帯
等を支援することができた。

4
 水道事業会
計繰出・補助

①物価高騰の影響を受けている町民や事業者の負担軽
減を図るため、水道料金の基本料金(6-7月分)を免除す
る。
②阿久比町水道事業会計に繰り出し、水道事業会計にお
ける水道基本料金の免除分（29,318千円）を交付対象経
費とする。
③水道を使用している世帯及び事業者（官公庁を除く）
・積算根拠（繰出金：29,318千円）
（家事用）10,604件 27,962千円
（営業用）551件 1,356円

R6.6 R7.2 29,317,917 29,317,917 29,317,917 

官公庁を除く個人法人に対
し、水道料金のうち基本料
金(6-7月分)(家事用10,604
件、営業用551件分)を免除
することで、物価高騰による
負担軽減に資することがで
きた。

5
 農業用資材
等高騰対策事
業

①エネルギー価格高騰により経済的な影響を受けている
農業者等の事業継続を支援するため、販売農家（64経営
体）に対し農業用資材等の購入費の一部を支援した。
②販売農家への補助金
③負担金、補助及び交付金3,045：農業用資材等高騰対
策事業補助金　64経営体 3,045千円

R6.6 R7.2 3,045,400 3,045,400 2,700,000 345,400 

販売農家（64経営体）に対
し農業用資材等の購入費
の一部を支援することで、
物価高騰・エネルギー価格
高騰により経済的な影響を
受けている農業者等の事
業継続を支援することがで
きた。

6
 配合飼料等
高騰対策事業

①エネルギー価格高騰により経済的な影響を受けている
畜産農業者の事業継続を支援するため、畜産農業者（10
経営体）に対し飼料（配合飼料・粗飼料）の購入費の一部
を支援した。
②畜産農業者への補助金
③負担金、補助及び交付金4,900千円：配合飼料等高騰
対策事業補助金　10経営体 4,900千円

R6.6 R7.2 4,900,200 4,900,200 4,400,000 500,200 

畜産農業者（10経営体）に
対し飼料（配合飼料・粗飼
料）の購入費の一部を支援
することで、物価高騰・エネ
ルギー価格高騰により経済
的な影響を受けている畜産
農業者の事業継続を支援
することができた。

7
 指定管理料
補助事業

①燃料価格の高騰等の影響を受けたことにより、電気料
金等の値上げが見込まれ、通常の指定管理料でまかなう
ことは困難であり、指定管理者による安定的・継続的な施
設運営に支障をきたすことが懸念されるため、指定管理
料とは別に臨時的な経費として高騰分に対する指定管理
者への支援を行った。
②指定管理者への補助金(上半期分)
③負担金、補助及び交付金639千円：地区公民館5館318
千円、区民館1館79千円、老人憩の家7館159千円、もち
の木園83千円

R6.4 R6.12 639,400 639,400 639,400 

指定管理者に対し、指定管
理料以外の臨時的な電気
料金等物価高騰分を支援
(地区公民館5館318千円、
区民館1館79千円、老人憩
の家7館159千円、もちの木
園83千円)
することで、安定的・継続的
な施設運営に資することが
できた。

8

 民間保育所
等原油価格高
騰対策補助事
業

①燃料価格の高騰等の影響を受けたことにより、電気料
金等の値上げが見込まれ、民間保育所・学童保育所の安
定的・継続的な施設運営に支障をきたすことが懸念される
ため、高騰分に対するこれらの施設への支援を行う。
②民間保育所、学童施設への補助金(上半期分)
③負担金、補助及び交付金1,226千円：私立保育園・こど
も園1,142千円、学童施設84千円

R6.4 R6.12 1,225,900 1,225,900 1,225,900 

民間保育所・学童保育所に
対し、臨時的な電気料金等
物価高騰分を支援(私立保
育園・こども園1,142千円、
学童施設84千円)すること
で、安定的・継続的な施設
運営に資することができ
た。
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9
 給食費物価
高騰対策事業

①物価高騰による給食の材料費は値上がりしているが、
臨時交付金を給食費に活用することで保護者の経済的負
担を軽減し、給食費を値上げすることなく、これまでどおり
の栄養バランスや量を保った給食を提供する。
②小中学校や幼稚園、保育園、児童発達支援事業所の
給食費の物価高騰分に相当する賄材料費
③賄材料費20,988千円のうち、17,823千円を充当。
（小学校）30円×382,121食分≒11,464千円
（中学校）40円×177,826食分≒7,113千円
（幼稚園）20円×18,354食分≒367千円
（保育園）20円×99,007食分≒1,980千円
（児童発達支援事業所）20円×3,194食分≒64千円

R6.4 R7.3 20,987,770 20,987,770 17,822,783 3,164,987 

給食費を値上げすることな
く物価高騰分の賄材料費を
負担することで、教職員を
除いた児童生徒等に年間
を通じて栄養バランスや量
を保った給食の提供に資す
ることができた。

10

 低所得者支
援及び定額減
税補足給付金
給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者
2,540人（77,750千円）　のうちＲ７計画分
【充当元事業】
R6計画住民税非課税世帯価格高騰重点支援給付金給付
事業（こども加算含む）（事業費）
【充当先事業】
R7計画低所得者支援及び定額減税補足給付金給付事業
（事業費）

R7.6 R7.11 9,860,000 9,860,000 9,860,000 

定額減税補足給付金支給
を行うことで、物価高騰によ
る家計への影響が大きいと
考えられる方々を支援する
ことができた。

合　　　　　計 362,496,471 361,656,622 - 357,646,035 4,010,587 839,849 


